
 

事業事前評価表 

 

国際協力機構農村開発部水田地帯第一課 

１．案件名                                                 

国 名：ラオス人民共和国 

 案件名：  

和名 有機農業促進プロジェクト 

英名 Lao Organic Agriculture Promotion Project 

 

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における有機農業セクターの現状と課題 

ラオス農林省は、第７次農林業セクター開発５カ年行動計画（2011-2015 年）において、安全な

農産品生産による付加価値化を目指す「クリーン農業」とともに、食料･商品作物生産を支援する事

業として「有機農業生産、有機肥料施用」に焦点をあてている。現在策定中の「農業開発戦略

2011-2020」では①食料安全保障、②商品作物の生産増加及び付加価値化、③持続的な生産体

系の拡大、④持続的な森林経営を目標に掲げ、8 つのプログラムに取り組んでいくこととしている。

このうち②については、小規模農家の組織化と民間企業との連携を通じた国内・海外市場向けの

作物生産を目指しており、特に海外市場向けの作物の国際的規格に則った生産を促進する必要

性が強調されている。 

ラオスではこれまで農薬の使用頻度が小さく、農薬の残留程度は極めて低いことに加え、周辺

の農薬使用地からも隔離しやすいため、商品作物生産としての有機農業は高いポテンシャルがあ

ると考えられている。農林省は 2005 年に NGO との協調により、「有機農業基準に関するラオス国

農林大臣決定」を策定し、2006 年から同ラオス有機農業基準が施行されている。しかし、認証・検

査を担う農業局規格課（以下「規格課」）の職員全 10 人のうち実際にラオス有機認証に沿った認

証・検査を行える人材は 5 人程度にすぎず、認証・検査の手続きに約半年を要するなど十分機能

していない。生産者レベルでは、首都ビエンチャンでラオス有機認証を受けた農家組織は 28 か所

に上るものの、一部の有機生産者の品質管理に課題が残るとされるほか、農家組織の内部統制シ

ステムや行政からの技術指導の不足、国内の市場までの輸送や流通の問題により、市場の要望に

沿った生産や民間企業との連携は十分行われていない。 

このような状況下、ラオスの有機認証システムの構築、モデル農民グループの育成、市場への

関与（強化）を通じて農村部の収入向上を図ることを目的として、ラオスの有機農業を振興する技

術協力プロジェクトが要請された。 

 

（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

 第７次農林業セクター開発５カ年行動計画において、安全な農産品生産による付加価値化を目

指す「クリーン農業」とともに、食料･商品作物生産を支援する事業として「有機農業生産、有機肥



 

料施用」に焦点があてられ、国内・海外市場向けの商品作物生産を目指している。有機農業は安

全な農産品生産による付加価値化を目指す「クリーン農業」の一部として位置付けられており、これ

まで農薬・化学肥料への依存度が低いラオスにおいて有機農業は高いポテンシャルがあると考え

られており、現在策定中の「農業開発戦略 2011-2020」においても優先度の高い位置づけとなって

いる1。 

 

（3）農業セクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

日本政府のラオスに対する国別援助方針では、援助の基本方針にミレニアム開発ゴールの達

成および最貧困国からの脱却への支援を掲げ、「経済・社会インフラの整備」、「農業の発展と森林

の保全」、「教育環境の整備と人材育成」、「保健医療サービスの改善」の 4つの重点分野が設定さ

れている。 

「農業の発展と森林の保全」においては、ラオス主要産業である農業セクターの振興および貧困

層の大半を占める農民の所得向上を通じた経済の安定的成長や、都市と地方の格差是正をはか

るため、生産性の向上や商品作物栽培の促進のための支援を対応方針の柱とし、農水産業の生

産性の向上と自給型から市場型へ段階的発展を小目標とした「農業・農村開発及び農水産行政

強化プログラム」がある。 

本案件は、商品作物栽培としての有機農業を促進するラオス政府の体制強化を目的としており、

我が国の援助方針にある４つの重点分野のひとつである「農業の発展と森林の保全」に含まれる

「農業・農村開発及び農水産行政強化プログラム」に該当する協力である。 

同プログラムにおける JICA の実績は、生産性向上のためのインフラ整備・生産技術の改善・普

及、農民組織化やマーケティング支援を行う各種技術協力プロジェクトの他、政策策定や行政組

織の能力強化を支援する個別専門家派遣等がある。 

 

（4）他の援助機関の対応 

現時点ではプロジェクト活動の一部として農家組織向けに有機農業生産を支援するドナーはい

るが、有機農業促進を協力の柱としているドナーはいない。また、これらのプロジェクト間で、有機

農業促進における各プロジェクトの役割分担は整理されていない。 

スイスのNGO「ヘルベタス」が 2005年～2011年まで有機農業に関わる政府側の体制整備、ラオ

ス有機農業基準や教材の整備、中央・県レベルの職員の育成、農家組織の育成を行った経緯が

ある。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

ラオス国農林省農業局および首都ビエンチャンにおいて、農業局職員、首都ビエンチャンの県

農林局（以下「PAFO」）及び郡農林事務所（以下「DAFO」）職員を対象として、「国家有機農業開

                                                   
1
 2013年 2月 4日付農林省計画協力局への聞き取りより。 



 

発戦略」の最終版の策定、有機農業を促進する規格課と農林省農業局クリーン農業開発センター

（以下「CADC」）の能力向上を行うことにより、有機農業促進のための体制の強化を図り、以ってラ

オス国において有機農業促進のための体制を機能させることに寄与する。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

首都ビエンチャン （推定人口 730千人） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

農林省農業局職員（約40人）、首都ビエンチャンPAFO/DAFO農業・有機農業担当職員（約60

人）及び首都ビエンチャン有機農家（約 150人） 計約 250人 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2013年 9月～2016年 9月を予定 （計 36か月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

2.0 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

農林省農業局 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 長期専門家：2名（チーフアドバイザー/有機農業 36MM、業務調整/研修 36MM）  

② 短期専門家：年間 3～4名（23MM程度）  

③ 供与機材 ：プロジェクト車両、農業用資機材、研修機材 

④ 研修員受入：本邦研修、第三国研修（タイ等） 

2）ラオス国側（RDで確認） 

① カウンターパート 

 - プロジェクトダイレクター： 農業局長 

 - プロジェクトマネージャー： 規格課長 

 - その他カウンターパート： 規格課、CADCの担当職員 

② 施設・建物 

 - プロジェクト活動に必要な土地、専門家および関連人員の執務室 

③ 管理運営費： 

 - 光熱費、通信費その他のプロジェクト運営費用 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 



 

① カテゴリ分類（A,B,Cを記載）：C 

② カテゴリ分類の根拠 

農家個人の土地を利用した有機農業や政府施設内の有機農場を利用することから、用

地取得・住民移転は見込まれない。また、化学的な殺虫剤や肥料の利用はないことから土

壌や水質への影響はない。井戸水の利用については、有機農場の数ヘクタールを対象と

したものであり、地盤沈下など環境への負のインパクトは予想されない。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

本プロジェクトにおいて、技術者・普及員向けの研修教材作成およびトレーナー研修実施

時には、有機農業における男女の役割を認識し、男女が適切に参加できるようジェンダーの

視点を盛りこむよう留意する。 

3)その他 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

① 農業政策アドバイザー 

本プロジェクトは有機農業の促進を担う行政サービスを提供する基盤作りを支援するもの

であり、活動の一部に「国家有機農業開発戦略」策定を側面から支援する協力が含まれる。

この計画策定では農業政策アドバイザーとの密な連携・協力の下に活動を実施することが

求められる。 

② ASEAN 統合に向けた開発格差是正を目指したラオス・パイロット・プログラム（LPP）（安

全で高品質な農産物振興コンポーネント） 

同パイロット・プログラムの農産物振興コンポーネントは、規格課と CADCを主要な C/P と

し、本プロジェクトと同様に農業局内の体制整備や職員の能力向上などの活動を主眼とし

ていることから、活動実施の方法などにおいて密な情報共有が求められる。 

2）他ドナー等の援助活動 

スイスの NGO「ヘルベタス」が 2005年～2011年まで有機農業に関わる政府側の体制整備、

ラオス有機農業基準や教材の整備、中央・県レベルの職員の育成、農家組織の育成を行っ

た。 

世界銀行によるスモールホルダー開発プロジェクト、ならびに、アジア開発銀行と IFAD の

協調融資による「持続的自然資源管理と生産性向上プロジェクト」においては一部の対象地

域で有機農業の活動を実施している。特に前者は、農林省農業普及・協同組合局を C/P とし

て、本件対象のC/P機関である規格課、CADCからの技術支援を得てルアンプラバン、カムワ

ン、チャンパサック県などで有機農業を実施する農家組織の生産から販売、村落基金作りを

支援している。本案件は有機農業促進において上流部といえる規格課、CADC の体制強化

を目指すものであり、農家組織へ直接普及を行う両プロジェクトとの連携を図ることで成果の



 

波及効果が期待される。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標： 

【目標】有機農業促進のための体制が機能する 

【指標】 

- プロジェクトの終了時以降に継続的にCADCの研修が PAFO、DAFO職員にX回実施さ

れる 

- CADC、PAFO/DAFO職員から有機農業研修を受けた農家組織に対し、規格課が有機認

証審査を行う事例が X回以上増加する 

2）プロジェクト目標： 

【目標】有機農業促進のための体制が強化される 

【指標】 

- 対象地域の PAFO/DAFO 職員（農業および普及担当）のうち、尐なくとも X%が有機農業

についての理解度テストにパスする 

- 対象地域においてラオス有機認証の申請から認証までの期間が X ヶ月に短縮する 

 

3）成果及び活動 

成果１．国家有機農業開発戦略の最終版が作成される 

【指標】 

- JCCにおいて、JCC メンバーが戦略についての合意に達する 

【活動】 

1-1 ラオス有機農業の現状と課題をレビューする 

1-2 ラオス国内外の有機農業市場の現状と課題をレビューする 

1-3 セミナーを開催し、農業局内、関連機関とレビュー結果を共有する 

1-4 関係機関（規格課、CADC、農林省の他部局等）の役割を明確化する 

1-5 国家有機農業開発戦略案を作成する 

 

成果２．有機農業を促進する CADCの能力向上が図られる 

【指標】 

- 有機農業のトレーナー研修を実施可能な CADCのトレーナー職員数が X人増加する 

 

【活動】 

2-1 有機農業に関する啓発・普及の現状と課題をレビューする 

2-2 ハンドブック類、啓発・普及教材を作成/改訂する 

2-3 CADC職員に対して、有機農業の啓発・普及に係る研修を実施する 



 

2-4 CADC職員とともに有機農業の啓発・普及に係るトレーナー研修カリキュラムを作る 

2-5 有機農業普及のための教材を作成する 

2-6 PAFO/DAFO職員を対象としたトレーナー研修を実施する 

2-7 PAFO/DAFO職員による農家研修を支援する 

2-8 農家組織/農家による有機認証の取得を支援する 

 

成果３．有機農業を促進する規格課の能力向上が図られる 

【指標】 

- 規格課が尐なくとも X回の認証を実施する 

- 規格課の検査官全員が独立して、規定に沿った圃場検査ができるようになる 

【活動】 

3-1 有機農業認証の現状と課題をレビューする 

3-2 有機認証検査にかかる改善点を（農業局および規格課に）提言する 

3-3 認証検査方法にかかる規格、ガイドライン、ハンドブックを作成/改訂する 

3-4 圃場検査方法にかかる研修を規格課職員に対して実施する 

3-5 規格課による有機認証検査の実施を支援する 

3-6 農家グループ・農家による他国の認証取得を支援する 

注） 本プロジェクト開始後、第 1回 JCCまでに PDMの指標の目標値を設定する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

① プロジェクトの協力フレーム 

 本案件は、有機農業促進に関する農林省の行政サービスの基盤作りを担うものである。

具体的には、成果１では「国家有機農業開発戦略」策定を通じて、有機農業促進のための

戦略や実施方法、関係者間の業務分掌を明確化し、成果２では有機農業栽培・圃場管理

技術の研修訓練を実施する CADC の能力強化、成果３では有機農業認証機関としての規

格課の能力強化を行い、規格課、CADC、県・郡農林事務所それぞれが機能し、連携する

ことで有機農業促進の体制が強化されるものである。本案件実施にあたっては各関係部署

の連携促進について日常的業務、定例会議、合同調整委員会（JCC）を通じて働きかける

必要がある。 

② プロジェクトの協力の範囲 

本案件では、有機農業促進に向けた農林省の体制強化に絞り込むため、農家に対して

マーケティング支援や生計向上などの直接的な経済的便益をもたらす活動は協力の範囲

としない。しかしながら、ラオス政府側の強い意向に配慮し、有機農産物のマーケティング

に関し、現状を知るための市場情報の収集調査に加えて、将来的に民間セクターとの協力

促進を意識し、JETRO事務所、JICA事務所や現地で開催される農産物トレードフェアー等

を通じて、民間企業向けの情報提供（ラオスの有機農業計画、有機認証制度、有機農業の

現状）等を可能な範囲で行うこととする。 



 

③ プロジェクトの便益の波及範囲 

 本案件は有機農業促進を行う規格課、CADC の強化を通じ、規格課が農家の求めに応

じて認証審査を農家レベルで行い、有機農業技術や圃場検査技術については CADC が

普及の役割を担う PAFO/DAFO 職員へ訓練することで、将来的に便益が農家レベルに及

ぶことを想定している。 

 有機農業促進においては、有機農産物市場の有無が大きく影響するため、プロジェクト

期間中は、有機農産物市場が既に確保されている首都ビエンチャンを対象として農家に対

する研修・有機認証等のパイロット活動を行う。将来的に有機農産物市場が他県に拡大す

れば、本プロジェクトの経験をもとに他県を対象とした同様の活動が行われることが見込ま

れる。 

④ ラオス側の予算措置について 

 通常ラオスでは 10 月が予算年度開始であり、その前の 1 月に予算申請が締め切られ、7

月に見直しが行われる。先方政府の自助努力を促進するためにも、ラオス政府の

2013-2014 年度予算要求期限に合わせたプロジェクトの活動計画づくりを行い、プロジェク

ト 2年目には先方の予算が確保されるよう働きかけを行う。 

③ 近隣国など第三国リソースの積極的な活用 

 タイにおいては有機農産物の規格や民間セクターとの連携などによる国内外への流通な

ど、先進的な事例がある。言語の類似性の他、ラオスで生産された有機農産物がタイ市場

をめざす可能性を鑑み、研修リソースとしてタイの事例や人材を活用する。 

④ 他ドナーとの連携について 

 他ドナーによるプロジェクトが、一部のコンポーネントで有機農業技術の農家への普及を

行っている。本プロジェクトの成果の波及を見据え、他ドナープロジェクト向けの有機農業

技術や体制整備に関する情報の発信、他のプロジェクトから教訓などを本プロジェクトによ

る有機農業促進のための計画策定支援・体制強化へ積極的にフィードバックし、本プロジ

ェクトを効率的に実施することが肝要である。 

⑤ LPP との連携調整 

 ラオスでは「クリーン農業」という概念のもとに、農業生産工程管理（以下「GAP」）、有機農

業、保全型農業の推進を行っている。GAP に関しては、2010 年から 2015 年まで

「JICA-ASEAN 連携ラオスパイロットプロジェクト（LPP）」の農業コンポーネントにおいて、

GAP導入のためのロードマップ策定・体制づくりと、農林省関係者の能力向上を行っている。

本プロジェクトと LPPはカウンターパートこそ重複しないものの、同じ CADCを実施機関とし

てアプローチが類似していることもあり、双方が経験ノウハウの共有や連携調整することで

効率的な実施が可能になる。 

 



 

（2）その他インパクト 

特になし 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提 

規格課と CADCに十分な数の職員が配置される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

なし 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

育成された規格課と CADCの職員が異動しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

有機農業促進に係るラオスの政策に大きな変更が生じない。 

政府により CADCの研修実施に必要な予算が確保される。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、ラオス国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

1) 案件名：ドミニカ共和国「北部中央地域小規模農家向け環境保全型農業開発計画」(2004～

2009年) 

農業研究のセンターで技術の実証を担う研究機関とその技術の普及を担う普及員が所属する

農牧省の 2 つの機関を対象とした協力を実施した。終了時評価結果では教訓として、複数機関に

よる活動を実施する際に 2つの機関から構成されたチームが活動にあたることにより普及員は農業

技術に関する理解を深め、研究者は現場のニーズを把握することができ相乗効果を発揮できると

している。また、同プロジェクトのサイト内にある有機肥料を生産するボカシ工場から有機肥料の供

給を受けていた。環境保全型農業を促進する上で、有機肥料（資材）の生産、供給が継続すること

は活動にとって重要であるとしている。 

2) 本事業への活用点： 本案件実施上も対象地域にある有機肥料あるいは有機肥料を作成する

ための資材が地域内にあるか、継続的に農家が入手可能かを確認する必要がある。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 



 

  ４．（1）のとおり。 

 

（2）今後の評価計画 

第１回合同調整委員会 指標の設定 

2014年 12月頃 中間レビュー 

2016年 3月頃 終了時評価 

2018年 事後評価 

 

以 上 


